


研修に対する監査（サイトビジット等）・調査への対応

救急科領域の専門研修プログラムに対する監査・調査を受け入れて研修プログラムの向上に努めます。

1) 専門研修プログラムに対する外部からの監査・調査に対して研修基幹施設責任者、および研修
連携施設責任者が対応します。

2) 専門研修の制度設計と専門医の資質の保証に対して、研修基幹施設責任者、および研修連携施
設責任者をはじめとする指導医は、プロフェッショナルとしての誇りと責任を基盤として自律的
に対応します。

3) 他の専門研修施設群からの同僚評価によるサイトビジットをプログラムの質の客観的評価とし
て重視します。

日本医科大学付属病院専門研修プログラム連絡協議会

　日本医科大学付属病院は複数の基本領域専門研修プログラムを擁しています。大学病院内の各
専門研修プログラム統括責任者、および研修プログラム連携施設担当者からなる専門研修プログ
ラム連絡協議会を設置し、日本医科大学付属病院における専攻医ならびに専攻医指導医の処遇、
専門研修の環境整備等を定期的に協議いたします。

　研修基幹施設の研修プログラム管理委員会において、専門医認定の申請年度（専門研修3年終
了時あるいはそれ以後）に、知識・技能・態度に関わる目標の達成度を総括的に評価し総合的に修
了判定を行います。修了判定には専攻医研修実績フォーマットに記載された経験すべき疾患・病
態、診察・検査等、手術・処置等の全ての評価項目についての自己評価および指導医等による評価
が研修カリキュラムに示す基準を満たす必要があります。

　研修基幹施設の研修プログラム管理委員会において、知識、技能、態度それぞれについて評価を
行います。専攻医は所定の様式を専門医認定申請年の4月末までに研修基幹施設の研修プログラ
ム管理委員会に送付してください。専門基幹施設の研修プログラム管理委員会は5月末までに修了
判定を行い、研修証明書を専攻医に送付します。研修プログラムの終了により日本救急医学会専門
医試験の第一次（救急勤務歴）審査、第二次（診療実績）審査を免除されるので、専攻医は研修証明
書を添えて、第三次（筆記試験）審査の申請を6月末までに行います。

13. 修了判定について

14. 専攻医が研修プログラムの修了に向けて行うべきこと
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専門研修施設群

日本医科大学付属病院高度救命救急センターと連携施設により専門研修施設群を構成します。

専門研修施設群の地理的範囲

日本医科大学付属病院救急科研修プログラムの専門研修施設群は都内のほか、以下にあります。

・千葉県（総合病院 国保旭中央病院、千葉大学医学部附属病院）
・青森県（八戸市民病院)
・宮城県（東北大学病院高度救命救急センター）
・福島県（温知会会津中央病院、いわき市医療センター）
・栃木県（足利赤十字病院、済生会宇都宮病院）
・茨城県（筑波メディカルセンター病院）
・群馬県（前橋赤十字病院）
・埼玉県（川口市立医療センター、さいたま市立病院）
・山梨県（山梨県立中央病院）
・静岡県（静岡県立総合病院、聖隷浜松病院）
・愛媛県（愛媛大学医学部附属病院）
・熊本県（荒尾市民病院、熊本赤十字病院）
・沖縄県（沖縄県立八重山病院）

都会型の救急から地域、地方型の救急医療を広く研修できる専門研修施設群を有しています。

・八戸市立市民病院
・国立病院機構災害医療センター
・足利赤十字病院
・さいたま市立病院
・東北大学病院高度救命救急センター
・荒尾市民病院
・静岡県立総合病院
・愛媛大学医学部附属病院
・済生会宇都宮病院
・総合病院 国保旭中央病院
・千葉大学医学部附属病院
・熊本赤十字病院
・聖隷浜松病院
・国立成育医療研究センター
・前橋赤十字病院
・沖縄県立八重山病院

15. 研修プログラムの施設群

専門研修基幹施設

日本医科大学付属病院高度救命救急センター（救命救急科）が専門研修基幹施設です。

専門研修連携施設

　日本医科大学付属病院救急科研修プログラムの施設群を構成する連携病院は、以下の診療実績
基準を満たした施設です。いずれも救命救急センターや救急部を有する本邦で代表的な救急医療
施設です。

・日本医科大学武蔵小杉病院
・日本医科大学千葉北総病院
・日本医科大学多摩永山病院
・川口市立医療センター
・いわき市医療センター
・山梨県立中央病院
・東京臨海病院
・温知会会津中央病院
・武蔵野赤十字病院
・筑波メディカルセンター病院
・がん研究会有明病院
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救急科領域研修委員会で示される専門研修中の特別な事情への対処を以下に示します。

1) 出産に伴う6ヵ月以内の休暇
男女ともに1回までは研修期間として認めます。その際、出産を証明するものの添付が必要です。

2) 疾病による休暇
6ヵ月まで研修期間として認めます。その際、診断書の添付が必要です。

3) 週20時間以上の短時間雇用の形態
上記の短期間雇用形態は研修3年間のうち6ヵ月まで認めます。

4) 上記項目1）、2）、3）に該当する専攻医の方へ
その期間を除いた常勤での専攻医研修期間が通算2年半以上必要になります。

5) 大学院への進学
大学院へ進学、所属しても十分な救急医療の臨床実績を保証できれば専門研修期間として認める
ことが可能です。ただし、留学、病棟勤務のない大学院の期間は研修期間として認められません。

6) 他の基本領域専門医取得に関して
他の基本領域専門医、例えば外科、脳神経外科、整形外科などの専門医取得を希望する専攻医
の先生に対しては、当該の専門研修プログラムに移動して専門研修を１年次から開始することが
可能です。実際、当研修プログラムでそのようにされている専攻医もいます。なお、当該専門医
取得後は、日本救急医学会の許可を得て、本プログラムによる救急科専門研修を再開すること
ができます。

7) 専門研修プログラムとして定められているもの以外の研修
本研修プログラムに記載されている以外の研修を追加することは、プログラム統括責任者およ
び日本救急医学会が認めれば可能です。ただし、研修期間にカウントすることはできません。

　本研修プログラムの研修施設群の指導医数は計129名、救急車台数も36,618台で研修施設群
の症例では日本救急医学会の基準で77名を募集できますが、実際の募集専攻医数は8名です。
したがって、十分余裕を持った指導体制と、多くの症例から研修を行うことができます。

1) サブスペシャルティ領域として予定されている集中治療領域の専門研修について、本研修プロ
グラムにおける専門研修の中のクリティカルケア・重症患者に対する診療において集中治療
領域の専門研修で経験すべき症例や手技、処置の一部を修得していただき、救急科専門医取得
後の集中治療領域研修で活かしていただけます。ちなみに、研修施設である日本医科大学付属
病院高度救命救急センターや日本医科大学多摩永山病院救命救急センターは日本集中治療医
学会専門医認定施設に指定され、集中治療専門医取得のための円滑な支援が可能です。

2) 上記のように、集中治療専門医だけでなく救急科専門医のサブスペシャルティ領域である熱傷
専門医、外傷専門医、脳卒中専門医、脳血管内専門医等の取得も問題なく可能です。

18. 救急科研修の休止・中断、
プログラム移動、プログラム外研修の条件16. 専攻医の受け入れ数について

17. サブスペシャルティ領域との連続性について
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1) 研修実績および評価を記録し、蓄積するシステム
計画的な研修推進、専攻医の研修修了判定、研修プログラムの評価・改善のために、専攻医研修
実績フォーマットと指導記録フォーマットへの記載によって、専攻医の研修実績と評価を記録
します。これらは基幹施設の研修プログラム管理委員会と連携施設の専門研修管理委員会で
蓄積されます。

2) 医師としての適性の評価
指導医のみならず、看護師を含んだ２名以上の多職種も含めた日常診療の観察評価により専攻
医の人間性とプロフェッショナリズムについて、各年度の中間と終了時に専攻医研修マニュアル
に示す項目の形成的評価を受けることになります。

3) プログラム運用マニュアル・フォーマット等の整備
研修プログラムの効果的運用のために、日本救急医学会が準備する専攻医研修マニュアル、
指導医マニュアル、専攻医研修実績フォーマット、指導記録フォーマットなどを整備しています。

専攻医研修マニュアル：以下の項目が含まれています。
・専門医資格取得のために必要な知識・技能・態度について
・経験すべき症例、手術、検査等の種類と数について
・自己評価と他者評価
・専門研修プログラムの修了要件
・専門医申請に必要な書類と提出方法
・その他　

指導者マニュアル：以下の項目が含まれています。
・指導医の要件
・指導医として必要な教育法
・専攻医に対する評価法
・その他

専攻医研修実績記録フォーマット：
診療実績の証明は専攻医研修実績フォーマットを使用して行います。

指導医による指導とフィードバックの記録 ：
・専攻医は指導医・指導責任者のチェックを受けた専攻医研修実績フォーマットと指導記録
フォーマットを専門研修プログラム管理委員会に提出します。

・指導医による評価報告用紙はそのコピーを施設に保管し、原本を専門研修基幹施設の研修
プログラム管理委員会に送付します。

・研修プログラム管理委員会では指導医による評価報告用紙の内容を次年度の研修内容に反映
させます。

指導者研修計画（FD）の実施記録 ：
専門研修基幹施設の研修プログラム管理委員会は専門研修プログラムの改善のために、臨床研修
指導医養成講習会もしくは日本救急医学会等の準備する指導医講習会への指導医の参加記録を
保存しています。

19. 専門研修実績記録システム、マニュアル等について
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採用方法

本研修プログラムの専攻医採用方法を以下に示します。

・研修基幹施設の研修プログラム管理委員会は研修プログラムを毎年公表します。

・研修プログラムへの応募者は前年度の定められた指定日までに研修プログラム責任者宛に
所定の様式の「研修プログラム応募申請書」および履歴書を各年度所定の日までに提出して
下さい。

・研修プログラム管理委員会は書面審査、および面接の上、採否を決定します。

・採否を決定後も、専攻医が定数に満たない場合、研修プログラム管理委員会は必要に応じて、
随時、追加募集を行います。

・専攻医の採用は、他の全領域と同時に一定の時期で行います。

・基幹施設で受け付けた専攻医の応募と採否に関する個人情報は、研修プログラム統括責任者
から日本救急医学会に報告されて専攻医データベースに登録されます。

修了要件

専門医認定の申請年度（専門研修3年終了時あるいはそれ以後）に、知識・技能・態度に関わる目標
の達成度を総括的に評価し総合的に修了判定を行います。 

20. 専攻医の採用と修了

8 8




